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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号
交付限度額①

（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

721,879                          
事業者支援分交付限度額

（国のR2予算）
113,766                   

通常分交付限度額
（国のR3予算）

639,653                          
事業者支援分交付限度額

（国のR3予算）
-                            

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 1,465,774 97,088 51,216  1,349,663 1,287,316 62,347 - 63,571 1,324 

1 単
通常事

業
36

災害対策事
業(災害発生
時の感染防
止対策)

①避難所における感染拡大防止を図るための資材の配
備を行う。
②感染拡大防止を図るための資材購入のための需用費
③避難所用間仕切り30千円×420枚＝12,600千円
④地方公共団体(指定緊急避難場所、指定避難所97か
所)

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 12,600 12,600 12,600 R3補正（地）

2 単 通常事
業

12 本庁舎管理
費①

①各支所の玄関に非接触式検知器(サーモグラフィー)
を、各支所のフロアー及び会議室に加湿空気清浄機を設
置し、公共空間でのウイルス感染を防ぐ。
②サーモグラフィー購入に係る備品購入費
③サーモグラフィー99千円×10台＝990千円(牛深支所2
台、他8支所各1台)
④地方公共団体(各支所9か所)

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 990 990 990 R3補正（地）

3 補 38
保育対策事
業費補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保育所(園)等の感染予防対策を徹底することにより、
保育サービスを継続的に提供でき、保護者が安心して就
労することができる。
②勤務時間外や休日に施設の消毒や清掃等を行った場
合の超過勤務手当等や非常勤職員を雇上げした場合の
賃金。感染防止対策の一環として職員個人が施設や日
常生活において必要とする物品等の購入経費。マスクや
消毒液等の衛生用品や感染防止のための備品購入、施
設の消毒、感染症予防の広報・啓発等の経費。
③補助割合：国1/2、市1/2
保育所(園)・認定こども園・認可外保育施設
　定員20人以上59人以下：400千円×31か所＝12,400千
円
　定員60人以上：500千円×19か所＝9,500千円
　児童館300千円×6か所＝1,800千円
④公立保育所2か所・私立保育園44か所・認定こども園2
か所・認可外保育施設2か所・児童館6か所 　計56か所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 23,700 23,700 11,850 11,850 11,850 R2補正（国）

4 補 38 子ども・子育
て支援交付金

内閣府

（放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業、病後児保
育事業、一時預かり事業）
①放課後児童クラブ等の感染予防対策を徹底することにより、事業
を継続的に提供でき、保護者が安心して就労することができる。
② 職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施し
ていくための経費。（研修受講、かかり増し経費）マスクや消毒液等
の衛生用品や感染防止のための備品購入経費。
③補助割合：国1/3、県1/3、市1/3
放課後児童クラブ
　利用定員19人以下300千円×3か所＝900千円
　利用定員20人以上59人以下400千円×15か所＝6,000千円
　利用定員60人以上500千円×2か所＝1,000千円
地域子育て支援拠点事業所300千円×9か所＝2,700千円
病後児童保育事業所300千円×4か所＝1,200千円
一時預かり事業所300千円×10か所＝3,000千円
④放課後児童クラブ20施設・地域子育て支援拠点事業所9施設・病
後児童保育事業所4か所・一時預かり事業所10か所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 14,800 14,800 4,900 5,000 5,000 4,900 R2補正（国）

13,373                                                                                                   

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 熊本県 0969-27-5052 721,879                                                                708,506                                                                                                 

地方公共団体名 天草市 kikaku@city.amakusa.lg.jp -                                                                         

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

-                                                                                                          国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 43215 1,287,316                                                           53,650                                                                  25,122                                                                                                   

担当部局課名 総合政策部政策企画課 26,122                                                               113,766                                                                

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村））
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

62,347                                                                                                                                        - 614,531                                                                                                 

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 砂月　明海 1,140,954                                                           113,766                                                                                                 

地方単独事業費のうち事業者支援分
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR2予算）

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

-                                                                      

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

586,003                                                                                                 

1,475,298                                                                                               

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

835,645                                                                国庫補助事業費 14,850                                                               

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                         -120,240                                                             

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

合計

事業
終期

総務省

53,650                                                                  地方単独事業費のうち通常事業分 47,497                                                               

地方単独事業費のうち事業者支援分 889,295                                                                
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

5 単 通常事
業

-

天草市事業
継続・再開支
援事業
①事業継続・
再開支援一
時金
【1次分1月・2
月】
【2次分5月・6
月】
【3次分1月～
8月】

①熊本県独自の緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の指定に伴う飲食店の時短
営業や不要不急の外出・移動の自粛の影響により、売上が減少した市内の中小企業や個
人事業者に対し、事業継続及び事業再開への支援を実施する。
②支援補助金280,000千円
③法人200千円×480件＝96,000千円
　個人100千円×1320件＝132,000千円
　雇用維持加算分
　被保険者50千円×700人＝35,000千円
　上記以外20千円×850人＝17,000千円
④・補助対象者：
【1次分1月・2月】
熊本県事業継続・再開支援一時金の対象となる事業者を含む本年1月又は2月の売上高
が対前年又は前々年同月比で30％以上減少した事業者
【2次分5月・6月】
国の月次支援金及び熊本県事業継続・再開支援一時金の対象となる事業者を含む本年5
月と6月を合せた売上高が対前年又は前々年同月比で30％以上減少した事業者
【3次分1月～8月】
国の月次支援金及び熊本県事業継続・再開支援一時金の対象となる事業者、熊本県時
短要請協力金の対象となる事業者を含む本年1月から8月の8ヶ月間の売上高が対前年
又は前々年の同8ヶ月間比で30％以上減少した事業者
・補助額等：
【1次分1月・2月】　　法人200千円、個人事業主100千円
※「国の一時支援金」及び「他道県における同様の一時金」の申請(受給)者、「熊本県時短
要請協力金」の申請(受給)者は除く。
【2次分5月・6月】　　法人200千円、個人事業主100千円
「熊本県時短要請協力金」の申請(受給)者は除く。
【3次分1月～8月】
売上減少分：法人200千円、個人事業主100千円
雇用維持支援加算分：
被保険者5万円/人、被保険者以外2万円/人
※被保険者とは社会保険（健康保険、年金、雇用保険）加入者

－ ○ － － － － ①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 280,000 280,000 280,000 R3補正（地）

6 単 通常事
業

-

天草市事業
継続・再開支
援事業
②PCR検査受
検促進支援
委託

①熊本県独自の緊急事態宣言及びまん延防止等重点
措置の指定に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外
出・移動の自粛の影響により、売上が減少した市内の中
小企業や個人事業者に対し、事業継続及び事業再開へ
の支援を実施する。
②ＰＣＲ検査受検促進委託料45,000千円
③負担割合：県1/2、市1/2
　・PCR検査受検委託料20千円×750人×3回＝45,000
千円
　（熊本県総合交付金22,500千円）
④・PCR検査対象者：市内に飲食店舗を有する中小企業
及び個人事業者及びその店舗で従事する者(委託料：1
件当たり上限20千円×受検者数)

○ － － － － －

②-Ⅰ-２．ＰＣ
Ｒ検査・抗原

検査の体制整
備

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 45,000 22,500 22,500 22,500 R3補正（地）

7 単
通常事

業
-

天草市事業
継続・再開支
援事業
③損害保険
料費用補助
金

①熊本県独自の緊急事態宣言及びまん延防止等重点
措置の指定に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外
出・移動の自粛の影響により、売上が減少した市内の中
小企業や個人事業者に対し、事業継続及び事業再開へ
の支援を実施する。
②損害保険料費用補助金
③負担割合：県1/2、市1/2
　　100千円×200店舗＝20,000千円
　（熊本県総合交付金10,000千円）
④・補助対象者：市内に飲食店舗を有する中小企業及び
個人事業者(※事業者及び従業員がＰＣＲ検査を受検す
ることが要件)
　　・補助額：1店舗当たり上限100千円

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 20,000 10,000 10,000 10,000 R3補正（地）

8 単 通常事
業

-

天草市事業
継続・再開支
援事業
④施設等消
毒費補助金

①熊本県独自の緊急事態宣言及びまん延防止等重点
措置の指定に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外
出・移動の自粛の影響により、売上が減少した市内の中
小企業や個人事業者に対し、事業継続及び事業再開へ
の支援を実施する。
②施設等消毒費補助金
③1事業所当たり200千円×50事業所＝10,000千円
④・補助対象者：市内に事業所を有する法人又は個人事
業者で、新型コロナウイルス感染症の患者が発生、また
は、訪問のあった事業者
　　・補助額：１事業所当たり上限200千円

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,000 10,000 10,000 R3補正（地）

9

10 単
通常事

業
47

天草地場産
品給食提供
事業

①目的：新型コロナウイルス感染症の影響により販路が
減少している天草市産品を市内学校給食の食材として提
供することにより、地場産品の消費拡大と児童・生徒へ
の食育・食文化の継承に繋げる。
　効果：低迷している市内産品の販路をつくることにより
市内生産者の所得が向上し、地産地消による地域経済
の活性化につながる。また、市内の児童・生徒に対し品
質の高い天草市産品を知る機会をつくることによりふるさ
とへの誇りを持つことにつながる。
②地場産品購入のための需用費12,675千円
③給食食材6,500食分
　・天草大王150円(50ｇ)×6,500食×3回＝2,925千円
　・天草黒牛500円(50ｇ)×6,500食×1回＝3,250千円
　・水産物200円(60ｇ)×6,500食×5回＝6,500千円
④地場産品販売事業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑮強い農林水
産

R3.4 R4.3 12,675 12,675 12,675 R3補正（地）

11 単
通常事

業
71

観光客誘客
促進事業

①切れ目なく観光消費を促し、コロナ収束後の地域経済
の活性化につなげるため、本市の観光振興を図る。
②観光誘客キャンペーン及び観光等消費喚起事業実施
に係る経費
③観光誘客キャンペーン委託料89,520千円
　　・宿泊助成原資：11,000人×5千円＝55,000千円
　　・商品券発行原資：8,500人×2千円＝17,000千円
　　・交通助成原資：100人×1千円＝100千円
　　・広告費：紙・Web媒体一式7,700千円
　　・キャンペーン企画・運営・管理費：一式9,720千円
　 観光等消費喚起事業委託料10,480千円
　　・商品券発行原資：4,666人×2千円＝9,332千円
　　・事業企画・運営・管理費：一式1,148千円
④観光関連事業者及び観光客

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 100,000 100,000 100,000 R3補正（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

12 単
通常事

業
12

観光施設管
理経費

①観光施設に非接触式検知器(サーモグラフィー)を設置
し、公共空間でのウイルス感染を防ぐ。
②サーモグラフィー購入に係る備品購入費
③53,900円×24台＝1,293,600円
④観光施設16施設

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,294 1,294 1,294 R3補正（地）

13 単 通常事
業

12 資料館管理
費

①各資料館に非接触式検知器(サーモグラフィー)を設置
し、公共空間でのウイルス感染を防ぐ。
②サーモグラフィー購入に係る備品購入費
③53,900円×12台＝646,800円
④資料館10施設

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 647 647 647 R3補正（地）

14 補 38
教育支援体
制整備事業
費補助金

文科

（新型コロナウイルス感染症対策分）
①幼稚園において新型コロナウィルス感染症対策をしっ
かりと実施しつつ、「新たな日常」においても幼児を健や
かに育むことの出来る環境の整備を推進する。
②消毒液やペーパータオル等の保健衛生用品等の購入
に係る需用費。
③負担割合：国1/2、市1/2
500千円×3園＝1,500千円
　※1園当たりの補助額は、3園とも認可定員60人以上の
ため500千円
④公立幼稚園3園

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,500 1,500 750 750 750 R2補正（国）

15 単 通常事
業

-

新型コロナウ
イルスワクチ
ン接種福祉タ
クシー料金助
成事業

①ワクチン接種場所への移動が困難な高齢者及び身体障がい者
等の移動支援
②・利用券の印刷や事務用品購入に係る需用費
　 ・利用券の郵送に伴う役務費
   ・福祉タクシー料金に係る扶助費
③福祉タクシー乗車1回につき初乗り料金(660円)を助成。利用券
交付枚数は1人当たり4枚(ワクチン接種場所までの往復、2回接種
分)。負担割合：県1/2、市1/2
　 ・事務用品1式(製本テープ等)＝10,000円
　 ・印刷製本費10.5円×1,400枚×1.1＝16,170円
　 ・利用券郵便料(簡易書留)404円×350人＝141,400円
　 ・扶助費350人×660円×4枚＝924,000円
　  合計1,093千円　（熊本県総合交付金546千円）
④天草市内に在宅で生活している人のうち、下肢や視覚障害で身
体障害者手帳1級の所持者または、バス停留所若しくは定期船発
着所から１㎞以上離れている地区に居住する人で次に該当する
人。
  (1)身体障害者手帳１級または２級の所持者
  (2)療育手帳Ａ１またはＡ２の所持者
  (3)特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第１に
該当する人
  (4)精神障害者保健福祉手帳の所持者
  (5)70歳以上の高齢者

－ － － － － －

②-Ⅰ-３．ワ
クチン接種体
制の整備、治
療薬の開発等

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,093 547 547 546 R3補正（地）

16 単 通常事
業

12 本庁舎管理
費②

①３密対策を行うため、インターネットを利用したWEB会
議システム等の導入を図り、公共空間でのウイルス感染
を防ぐ。
②オンラインシステム設置業務委託料
③オンラインシステム設置業務委託料6,377千円
　・コントロールカメラシステム1,403千円
　・スクリーン及びモニター1,669千円
　・映像・音響設備1,655千円
　・設置・ケーブル配線工事1,650千円
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,377 6,377 6,377 R3補正（地）

17 単 通常事
業

48
漁業経営安
定資金利子
等補給事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大により、漁業収入減
少の影響を受けた漁業者が経営の維持安定のための資
金を借り入れた場合その利子を補給することで、経営負
担が軽減され、漁業経営の安定が図られる。
②漁業経営安定資金利子等補給事業補助金2,495千円
③利率：日本政策金融公庫が定める農林漁業セーフティ
ネット資金の貸付利率、負担割合：県1/2、市1/2
　新規17件分　2,495千円
④新型コロナウイルス感染症の影響を受けた漁業者で
国の無利子化上限額を超えて借入れを行っている漁業
者

－ － － － － － ①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,495 1,247 1,247 1,248 R3補正（地）

18 単 通常事
業

-

中小企業・小
規模事業者
緊急支援事
業
①緊急雇用
維持支援補
助金

①新型コロナウイルス感染症の拡大により、売上等が減
少した中小企業・小規模事業者（農林漁業者含む）に対
する緊急的な経済対策支援として、雇用継続への支援を
行う。
②緊急雇用維持支援補助金　43,200千円
③補助額:事業主負担分を補助(上限：国の補助対象額
1/10)
　・1500円×60日×120事業所×4人=43,200千円
④国の雇用調整助成金の給付を受けた事業者

－ － － － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 43,200 43,200 43,200 R3補正（地）

19 単
通常事

業
-

中小企業・小
規模事業者
緊急支援事
業
②人材教育
促進支援事
業

①新型コロナウイルス感染症の収束後を見据えた対策と
して、経営者及び従業員等に対する研修機会を支援する
ことで、人材教育を促進し、起業の収益力向上と地域経
済の活性化を図る。
②③人材教育促進支援補助金　19,600千円
　・研修参加支援事業　上限20千円×120事業所×4人
＝9,600千円（補助率2/3）
　・講師招聘支援事業　上限300千円×30事業所＝9,000
千円（補助率2/3）
　・副業人材活用支援　上限1,000千円（補助率2/3）
　・研修教材制作委託料・・・5,000千円
④市内に住所を有する中小・小規模事業者

－ － － － － －
①-Ⅱ-１．雇

用の維持
㉑いずれも該

当しない
R3.4 R4.3 24,600 24,600 24,600 R3補正（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

20 単 通常事
業

-

中小企業・小
規模事業者
緊急支援事
業
③営業時間
短縮養成協
力金に係る市
町村負担金

①熊本県独自の緊急事態宣言及びまん延防止等重点
措置の指定に伴う飲食店の時短営業の要請を受けた中
小企業者等の経営安定を図る。
②営業時間短縮要請協力金に係る市町村負担金
③要請期間5月～6月分の負担金49,400千円
　　1店舗1日の平均支給額41,957円×406件×29日×1
割
　要請期間8月～9月分の負担金89,032千円
　　1店舗1日の平均支給額40,609円×406件×54日×1
割
　※協力金の負担割合：国8割、地方2割(県：市＝1：1)
④まん延防止重点措置指定に係る営業時短要請に応じ
た飲食店

○ － － － － － ①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 138,432 138,432 138,432 R3補正（地）

21 単
通常事

業
-

移住・定住促
進対策事業

①移住・定住を希望・検討する都市在住の住民等を受け
入れ、移住・定住による人口減少の抑制と地域の維持・
活性化を図る
②③
・移住定住サポートセンターによる相談・支援7,181千円
　　コーディネーター2,393.6千円×3名≒7,181千円
④移住・定住コーディネーター

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 7,181 7,181 7,181 R3当初（地）

22 単 通常事
業

- 移住促進施
設整備事業

①本市への移住・定住を希望する都市在住の住民等を
受入れるための移住促進施設（お試し住宅）の整備を行
い、移住の促進を図ることで、人口減少の抑制、地域の
活性化につながる。
②③
・施設整備費　1,596千円
　外壁塗装974千円
　体験施設退去後修繕料622千円
④移住促進施設

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑬リビングシフ
ト

R3.4 R4.3 1,596 1,596 1,596 R3当初（地）

23 単
通常事

業
94

健康ポイント
事業

①外出自粛等の影響を踏まえた健康づくりや、運動習慣
がない人が自ら運動を始めるきっかけづくりを行い、運動
習慣を定着させ、生活習慣病の予防を図るとともに、目
標達成者に地域商品券を発行し、地域経済の活性化も
図る。
②運動習慣を定着させるための経費
③・臨時職員（1人）人件費　1,905千円
・達成者記念品代　17,450千円
　個人分　（5,000円×2,550人）＋（3,000円×1,000人）＋
（1,000円×100人）＝15,850千円
　事業所分　20,000円×80件＝1,600千円
・消耗品費　1,506千円
・印刷製本費　88千円
④健康ポイント事業達成者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 20,949 20,949 20,949 R3当初（地）

24 単 通常事
業

61 有害鳥獣被
害対策事業

①野生鳥獣による農作物被害が頻発しており、市民生活
にも悪影響を及ぼしていることから、捕獲や防護対策の
実施により、農作物被害の軽減及び生活環境の保全が
図られる。コロナ禍にあっても地域経済が停滞することが
ないよう必要な捕獲活動を行う。
②有害鳥獣から農業被害等を軽減するための費用
③有害鳥獣捕獲報償費46,320千円、防護柵等補助金
27,976千円、備品購入費1,268千円、報酬等3,568千円
④捕獲員269人　農業者等

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 79,132 77,863 77,863 1,269 R3当初（地）

25 単 通常事
業

54
活力ある天草
の水産業づく
り事業

①天草産水産物の認知度向上に向けた㏚、魚食普及の
取組に加え、漁業者や漁協が行う販路開拓や6次化の取
組を支援する。
②お魚給食食材提供、市外向け㏚活動費、販路拡大等
の取組支援補助金
③○市内消費拡大
　　・お魚給食食材提供　200円(60g)×6,500食＝1,300千
円
　　・レシピカード増刷　　5,500セット×36.3円≒200千円
　○市外消費拡大
　　・PRイベント旅費　31千円
　　・イベントブース借り上げ料　550千円
　　・消耗品費　50千円
　○活力ある天草の水産業づくり補助金
　　・漁協負担分の１/2　1,437千円
④活力ある天草の水産業づくり事業補助金：漁業協同組
合

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,568 3,568 3,568 R3当初（地）

26 単 通常事
業

103
小中学校ICT
支援員業務
委託事業

①ICT支援員を配置することで、ICTを活用した授業展開
の普及と既設ICTの有効活用を図り、GIGAスクール構想
の加速・強化による学びの確保を行うことで、学校の臨
時休業等による授業体制の変化にも柔軟に対応できる
ようにする。
②ICT支援員業務委託に係る委託料
③月額1,045,000円×9か月＝9,405千円
④NPO法人アイシーティサポートスクエア

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.7 R4.3 9,405 9,405 9,405 R3当初（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

27 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24

地方バス路線
運行維持対
策事業（路線
バス運行支援
金）

①感染拡大の影響により利用者が減少する中にあって
も、生活路線として運行を維持したことに対して、対象期
間の運行変動費を支援する。
②路線バス運行支援に係る補助金
③170千円×51台×12ヶ月＝104,040千円
④産交バス(株)

－ ○ － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.9 104,040 104,040 104,040 R3補正（地）

28 単 通常事
業

24
中田・諸浦航
路維持確保
支援事業

①感染拡大の影響により利用者が減少している中田・諸
浦航路を運航する航路事業者に対し、省メンテナンスで
環境性能に優れた代替船舶建造に係る費用の一部を鹿
児島県長島町と連携して支援し、コロナ収束後の経営持
続化に資することにより航路維持を図る。
②代替船舶建造費
③地元負担額：天草市21,250千円、長島町21,250千円
　※総事業費は本市分のみ計上
④天長フェリー㈱

－ ○ － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 21,250 21,250 21,250 R3補正（地）

29 単 通常事
業

- スポーツ大会
等開催事業

①コロナ禍におけるマラソン大会の開催に関する市の基
本方針を定めたうえ開催することで、県内外からの交流
人口を増やして地域活性化につながる。
②天草マラソン大会に係る委託料等
③地元負担額：
　実行委員会経費：天草市11,654千円
　市直営分：天草市450千円
④天草マラソン大会実行委員会、天草市

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑫文化芸術・
スポーツ・コン
テンツビジネ

ス

R3.4 R4.3 12,104 4,104 4,104 8,000 R3補正（地）

30 単 通常事
業

- 証明書等コン
ビニ交付事業

①全国のコンビニエンスストアのキオスク端末から住民
票等の証明書を交付することで市民の利便性の向上、窓
口の混雑緩和、非接触による新型コロナウイルス感染予
防策及びマイナンバーカードの取得促進ができる。
②証明書等コンビニ交付事業に係る経費
③導入経費　11.860千円
　 運営負担金　　799千円
　 保守料　　　　　660千円
　 周知啓発　 　　209千円
④コンビニ交付事業者

－ － － － － － ②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

④行政IT化 R3.4 R4.3 13,528 13,528 13,528 R3補正（地）

31 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

-
農地流動化
奨励金交付
事業

① 新型コロナウイルス感染に伴う卸売市場での売上げ
が減少する等の影響を受けた野菜・花き・果樹・茶等の
高収益作物について、国内外の新たな需要等に対応す
るため、直接販売や契約栽培、輸出に向けて販路の転
換又は拡大に取り組む農業者に対して、次期作における
資材や機械の導入等の生産活動に対する支援や輸出等
の新たな需要確保に向けた新技術導入、海外の残留農
薬基準への対応等の取組に対する国の支援策として「高
収益作物次期作支援交付金」が創設された。
　野菜や花き等の高収益作物の新型コロナウイルス収束
後に向けた生産体制の強化を図り、次期作に前向きに取
り組む生産者を支援し、国内外の新たな需要促進につな
げるため農地流動化奨励金を交付する。
②農地流動化を推進するための奨励金
③農地流動化奨励金　15,800千円
（内訳：面積：15,800a×単価：10,000円/10a）
④新型コロナの影響を受けた農家（野菜・果樹・花き等）

－ － － － － －

①-Ⅳ-２．海
外展開企業の
事業の円滑

化、農林水産
物・食品の輸
出力の維持・
強化及び国内
供給力の強化

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 15,800 15,800 15,800 R3補正（地）

32

33 単 通常事
業

28 移動図書館
事業

①図書館から遠いため行けない方やコロナ禍のため図
書館に行きにくい方のために、図書館車で地域を巡回
し、図書館サービスを提供することで、市民の学習意欲
や読書力の向上を図る。
②移動図書館を運営するための経費
③臨時職員4名の人件費　7,798千円
　・図書購入費　2千円×250冊=500千円
④移動図書館車を運営する職員の人件費、地方公共団
体

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 8,298 8,298 8,298 R3当初（地）

34 単 通常事
業

- 市有施設消
毒作業

①感染症拡大防止のため、市有施設で感染者が発生し
た場合の施設の消毒を行う。
②消毒作業に係る経費
③消毒委託料　500千円×10施設=5,000千円
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R3.9 R4.3 5,000 5,000 5,000 R3補正（地）

35 単 通常事
業

-
保育所等代
替保育実施
事業

①保育所等で感染症が発生した場合、保育士等の不足
により、保育所等の運営が困難になることが想定される
が、保護者の就労等により家庭での保育が困難な児童
について、他の保育所等から保育士を派遣して代替保育
を実施する。
②代替保育に係る経費
③代替保育に従事した保育士等を派遣した保育所等へ
の協力金　20千円×5人×10日×3か所=3,000千円
　代替保育に従事した職員の代替保育終了後のPCR検
査費用　25,200円×65人=1,638千円
④認可保育所46か所・認定こども園2か所　計48か所

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 4,638 4,638 4,638 R3補正（地）



★R3実施計画(R4.3.25提出)★43215_熊本県天草市_r3_5Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

36 単 通常事
業

-
天草エアライ
ン経営安定化
事業

①コロナ禍の影響により旅客収入の減収が見込まれる
ため、関係自治体と連携して支援を行い、天草エアライン
の安定運航を維持する。
②運航の維持確保に要する経費
③運航維持確保応援事業34,358千円
　※負担割合：県1/2、地元市町1/2(天草市92.37％、上
天草市5.15％、苓北町2.48％)
　天草市分負担金34,358千円×1/2×92.37％≒15,868
千円
④天草エアライン(株)

－ － － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 15,868 15,868 15,868 R3補正（地）

37 単 通常事
業

-
御所浦航路
運航対策事
業

①コロナ禍の影響により利用者が減少した事業者への
支援を実施し、コロナ禍にあっても御所浦地域住民の日
常生活に係る航路を維持する。
②運航継続のために必要な経費
③・御所浦・水俣航路対策事業補助金2,525千円
　　減収見込額を支援。負担割合：県1/2（水・木・土曜日
運航分は10/10）、市1/2。天草市負担分712千円
　・御所浦・三角航路対策事業補助金2,990千円
　　減収見込額を支援。負担割合：県1/2、市1/2。天草市
負担分1,495千円
④天草海上タクシー協会、共同フェリー(株)

－ － － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 2,207 2,207 2,207 R3補正（地）

38 単
通常事

業
-

牛深・蔵之元
航路維持確
保支援事業

①コロナ禍の影響により利用者が減少し航路維持が困
難となっていることから、関係自治体と連携して支援を実
施し、国道に準じた役割を果たす牛深・蔵之元航路の維
持確保を図る。
②運航継続及び船舶検査に要する経費
③・牛深・蔵之元航路緊急支援事業補助金
　　運航欠損額26,012千円-県臨時交付金充当分5,549
千円＝20,463千円
　・牛深・蔵之元航路交通基盤維持特別対策事業補助金
（就航船舶に係る法定検査費用）
　　検査費用25,000千円（負担割合：天草市4/5、長島町
1/5）
　　※天草市負担分20,000千円、長島町負担分5,000千
円
④三和商船（株）

－ － － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 40,463 40,463 40,463 R3補正（地）

39 補 77
地方創生テレ
ワーク推進交
付金

内閣府

①コロナ禍においてテレワークの実施率が急増する中、
サテライトオフィスを誘致することで、地方移住者を呼び
込むとともに、地元の若年層の雇用の促進を図る。
②企業誘致に係る経費及び進出支援金
③・企業誘致のためのプロモーション活動11,500千円
　　　天草魅力発信イベント開催委託6,000千円
　　　フォームマーケティング委託900千円
　　　誘致促進用動画制作委託2,000千円
　　　誘致促進用ＨＰ制作委託600千円
　　　サテライトオフィス視察ツアー業務委託1,500千円
　　　マッチングイベント参加負担金500千円
　　・企業の進出支援金5,000千円（5社×1,000千円）
　　※地方創生テレワーク交付金75％、臨時交付金
20％、一般財源5％
④サテライトオフィス進出企業

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑬リビングシフ
ト

R3.9 R4.4以降 16,500 15,675 12,375 3,300 3,300 825      

企業誘致のプロモー
ション活動として、誘致
イベント、視察ツアーの
開催を予定していた
が、「支障がない程度
に感染症が収束してい
ないと実施できない」と
判断し、感染症防止に
万全を期して開催する
ため、次年度に延期せ
ざるを得ず予算の繰越
を行う。

R2補正（国）

40 単
通常事

業
-

電子商品券シ
ステム構築事
業

①地元商品券を電子システム化することでキャッシュレス
決済の普及を図り、店舗での接触機会を減少させること
で新型コロナウイルス感染予防につなげる。
②電子システム化導入に係る経費
③初期費用（システム初期設定等）15,004千円
　コールセンター業務1,056千円
　附帯費用（QRコードポップ・ポスター）1,513千円
　加盟店説明会712千円
④商品券登録事業者、市民

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R3.9 R4.3 18,285 18,285 18,285 R3補正（地）

41 単
通常事

業
-

観光施設指
定管理者事
業継続支援
事業

①経営状況が悪化した観光施設の指定管理者に対し支
援を実施し、施設の健全な運営を図るとともに、地域雇
用を確保する。
②事業継続のために必要な経費
③事業継続のための支援金101,008千円
・前期分（4～9月分）
　減収見込の90％を支援
　46,459,534円(3施設分)×90％≒41,812千円
・後期分（10～3月分）
　減収見込の90％を支援
　65,776千円(11施設)×90％≒59,196千円
　※施設ごとに算定、千円未満切捨てのため、上記計算
不一致
④指定管理者10者

○ ○ － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 101,008 101,008 101,008 R3補正（地）

42 単 通常事
業

- 小中学校ICT
整備事業①

①新型コロナウイルス拡大の影響により、学校の臨時休
業や遠隔授業といった授業体制の変化でタブレット端末
を使用した授業が急速に普及する中で、その教育効果を
より高め、また柔軟に対応できるようにするため、大型掲
示装置の整備を行う。
②小中学校のＩＣＴ環境整備に係る費用
③液晶モニター187千円×110台=20,570千円
　モニタースタンド61千円×110台=6,710千円
　計27,280千円
　（熊本県総合交付金13,640千円）
④市内小中学校21校（未整備の小中学校）

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.9 R4.3 27,280 13,640 13,640 13,640 R3補正（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

43 単 通常事
業

- 小中学校ICT
整備事業②

①新型コロナウイルス拡大の影響により、学校の臨時休
業や遠隔授業といった授業体制の変化でタブレット端末
を使用した授業が急速に普及する中で、その教育効果を
より高め、また柔軟に対応できるようにするため、学習者
用のネットワークを増強する。
②小中学校のＩＣＴ環境整備に係る費用
③GIGAスクール用電話回線使用料　163,240円×12月
＝1,958,880円
　 GIGAスクール用ネットワーク通信料　299,200円×12
月＝3,590,400円
　家庭学習のための貸し出し用無線ルーター通信料
4,400,000円
　合計10,000千円
④市内小中学校30校分

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 10,000 10,000 10,000 R3当初（地）

44 単 通常事
業

- 天草産材利
用促進事業

①コロナ禍において建設業界が落ち込む中、地元産材を
利用した木造住宅を新築、増改築する市民に対して、建
築経費の一部を助成することにより、地元産材の需要拡
大と市内建築業の活性化を図る。
②天草産材を活用した建築費用に係る補助金
③補助金額：木材使用料×15千円（森林認証材は20千
円）
　申請件数46件×補助見込額250千円＝11,500千円
④市内に居住する住宅を新築・増改築する市民

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 11,500 11,500 11,500 R3当初（地）

45 単
通常事

業
71

道の駅等周
遊促進事業

①コロナ禍により利用者が減少した市内5か所の道の駅
について、道の駅を拠点とした天草市内の周遊事業を実
施し、観光客や市内住民による施設の利用促進を図る。
②周遊事業に係る委託料
③天草市観光プロモーション業務委託10,000千円
④観光関連事業者・市内道の駅・観光客・市内住民

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,000 10,000 10,000 R3当初（地）

46 単 通常事
業

- 大会誘致等
推進事業

①コロナの影響により全国的に自粛されている各種大会
や合宿について、コロナ収束後の再開も見据え、積極的
に情報発信し誘致を促進する。また、宿泊を伴う大会等
の開催に補助を行い、宿泊客の増加等による市内経済
の活性化を図る。
②誘致促進に係る費用
③・大会や合宿誘致案内のための旅費117,600円
　・ガイドブック印刷製本費198,000円
　・大会開催補助金（市内に25人以上の宿泊を伴う大会
に対し、1人につき1,000円を乗じた額を補助）
　　10,000人（43団体見込）×1,000円=10,000,000円
④大会等主催者・参加者、市内宿泊施設

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,316 10,316 10,316 R3当初（地）

47 単 通常事
業

71 観光イベント
支援事業

①コロナの影響により各種イベントが中止を余儀なくされ
ている。地元事業者が秋以降に実施を予定しているイベ
ントについて助成を行うことで、住民の活気を取り戻し、
また、感染拡大防止策を講じながら観光客の回復を図
る。
②イベント実施に係る補助金
③・天草ほんどハイヤ祭り補助金10,000千円
　・イルミネーション周遊イベント補助金12,000千円
④市内事業者・市内住民・観光客

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 22,000 22,000 22,000 R3当初（地）

48 単 通常事
業

71 広域観光推
進事業

①切れ目ない観光消費を促し、コロナ収束後の地域経済
の活性化につなげるため、近隣地域等と広域的に連携
し、本市の観光振興を図る。
②冬の誘客キャンペーンに係る経費
③周遊による宿泊促進事業業務委託17,000千円
④観光関連事業者及び観光客

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 17,000 17,000 17,000 R3当初（地）

49 単 通常事
業

91 天草教育旅
行推進事業

①コロナ禍により減少している教育旅行等の受入につい
て、コロナ収束後も見据え積極的にプロモーション活動を
行う。また、民泊の登録を希望する人への補助を行い、
受入態勢の整備も進める。
②教育旅行受入促進に係る費用
③・プロモーションのための旅費530千円
　・天草教育旅行推進事業業務委託料3,000千円
　・教育旅行バス代助成50千円×40台=2,000千円
　・民泊登録申請のための住宅図面作成補助金（補助率
1/2）40千円×5世帯×1/2＝100千円
④旅行事業者・教育旅行客・市内宿泊施設

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 5,630 5,630 5,630 R3当初（地）

50 〇 単 通常事
業

12 本庁舎管理
費③

①本庁1階の窓口、複合施設及び各支所の窓口に卓上
パーテーションを設置し、公共空間でのウイルス感染を
防ぐ。
②卓上パーテーション購入費
③卓上パーテーション購入費3,010千円
・窓口用パーテーション2,936千円（160枚分）×1/2＝
1,468千円
　（熊本県総合交付金1,468千円）
・総合案内用パーテーション74千円（2枚分）
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 3,010 1,542 1,542 1,468 

 新型コロナ
の感染拡大
を防ぐ手立
てを講じるこ
とで、庁舎内
の業務の効
率化と市民
の利便性を
向上させる。

 庁舎内での
掲示やHP等
に掲載するこ
とで、利用者
の協力を促
す。

R3補正（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
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Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ
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５
回
追
加
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業
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助
・
単
独

事
業
の
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分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

51 〇 単 通常事
業

-

天草市事業
継続・再開支
援事業
⑤支援体制
の拡充

①熊本県独自の緊急事態宣言及びまん延防止等重点
措置の指定に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外
出・移動の自粛の影響により、売上が減少した市内の中
小企業や個人事業者に対し、事業継続及び事業再開へ
の支援の実施に伴い、支援体制の拡充を行う。
②会計年度任用職員を雇用するための経費
③会計年度任用職員1名の人件費　1,948千円
④会計年度任用職員の人件費

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,948 1,948 1,948 

 新型コロナ
ウイルス感
染症の影響
により売り上
げ等が減少
している中
小企業・小
規模事業者
への支援体
制の拡充を
行う。

 会計年度任
用職員の募
集に当たって
はHPや広報
紙に掲載して
行う。

R3当初（地）

52 〇 単 通常事
業

102 小中学校ICT
整備事業③

①新型コロナウイルス拡大の影響により、学校の臨時休
業や遠隔授業といった授業体制の変化でタブレット端末
を使用した授業が急速に普及する中で、校内のあらゆる
場所で、安定的にインターネット環境を提供するためアク
セスポイントを増設し、及び多様な教材の作成や教材用
ソフトの利用拡大に伴い、校務用PCの動作が遅くなった
ことから、その改善のためメモリを増設するもの
②小中学校のＩＣＴ環境整備に係る費用
③アクセスポイント99千円×50機＝4,950千円
　PCメモリ（増設用）
　　A（東芝） 12,500円×436枚＝5,450千円
　　B（DELL）10,500円×230枚＝2,415千円
　計12,815千円
④市内小中学校30校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

⑨教育 R4.1 R4.3 12,815 12,815 12,815 

 市内全小中
学校にアク
セスポイント
50機増設、
校務用
PC666台に
メモリ増設を
行う。

 市広報紙
（令和4年2月
号）にて特集
を組み、本件
を含めたICT
整備事業に
ついて周知を
行う。

R3補正（地）

53 〇 単
通常事

業
24

出水駅・蔵之
元港間シャト
ルバス利用促
進協議会負
担金

①コロナ禍で利用者が減少している中にあっても、社会
インフラとして感染症対策を行いながら運行を継続してい
る交通事業者の事業継続を支援するため、運行補助を
行う協議会に対して負担金を交付する。
②協議会への負担金不足額（天草市負担割合2/3）
③4,056千円×2/3
④出水駅蔵之元港間シャトルバス利用促進協議会

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,704 2,704 2,704 
 1日6往復12
便の運行便
数の維持

 ホームペー
ジや広報紙
等で周知す
る

R3補正（地）

54 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

-

社会教育施
設指定管理
者事業継続
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少
など、管理運営状況が悪化した社会教育施設の指定管
理者に対して支援を実施し施設管理運営の安定を図る。
②事業継続のために必要な経費
③事業継続のための支援金　400千円
　 休業補償及び損失見込額の90％を支援
　440千円（1施設分）×90％＝400千円
④指定管理者

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 400 400 400 

 新型コロナ
ウイルス感
染症の影響
による収入
の減少な
ど、管理運
営状況が悪
化した社会
教育施設の
指定管理者
に対して支
援を実施し、
施設管理運
営の安定を
図ることによ
り、都市住
民との交流
及び地域の
活性化につ
なげる。

 ホームペー
ジや広報紙
等で周知す
る

R3補正（地）

55 〇 単 通常事
業

-

文化施設指
定管理者事
業継続支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により収益が減少し
経営状況が悪化した文化施設の指定管理者に対して支
援を実施し施設管理運営の安定を図る。
②事業継続のために必要な経費
③事業継続のための支援金　1,539千円
　 損失見込額の90％を支援
　1,709千円（２施設分）×90％＝1,539千円
④指定管理者

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,539 1,539 1,539 

 利用者目標
95,000人
（前年度実
績
92,582人）

 ホームペー
ジや広報紙
等で周知す
る

R3補正（地）

56 〇 補 12
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

①小中学校において新型コロナウィルス感染症対策を
しっかりと実施しつつ、「新たな日常」においても児童生徒
が健康かつ安全に生活ができる環境の整備を推進す
る。
②消毒液やペーパータオル等の保健衛生用品等の購入
に係る需用費並びに教室における3密対策として換気を
徹底するためのサーキュレーター及びCO₂モニター等の
購入に係る備品費
③負担割合：国1/2、市1/2　総額29,700千円
④市内全小中学校30校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.2 R4.4以降 29,700 29,700 14,850 14,850 14,850 

 児童生徒及
び教職員が
安心して学
校生活を送
れるように
不足なく衛
生用品等を
調達し、適
切に使用す
る。

 学校や学校
運営協議会
等を通じて、
適切な対応
を行っている
ことについ
て、適宜周知
を行う。

国補助に関しては、繰
越明許費の対象事業
となっており、本市にお
いても令和4年度にお
いて本事業が活用でき
るよう予算の繰越を行
う予定である。

R3補正（国）

57 〇 単
通常事

業
-

子育て世帯緊
急支援給付
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、現に子ど
もを養育しているにも関わらず、令和3年度子育て世帯へ
の臨時特別給付の支給が受けられない子育て世帯に対
し、本市独自の緊急支援給付を行う。
②緊急支援給付及び事務費
③緊急支援給付事業費5,591千円
　対象児童一人当たり10万円×53人＝5,300千円
　　（現金5万円＋5万円相当のクーポンを支給）
　事務費（需用費、役務費、委託料）291千円
④現に児童を養育している者のうち、令和3年度子育て
世帯への臨時特別給付の支給が受けられない者であっ
て、次のいずれかに該当する者
　●ＤＶ又は離婚若しくは離婚協議中などにより、配偶者
と生計を別にしてる者
　●新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、収入が
減少し、令和3年中の所得額が児童手当の所得制限限
度額未満に下がった者

－ － － － ○ －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.4以降 5,591 5,591 5,591 

 令和３年度
子育て世帯
臨時特別給
付の支給が
受けられな
い方に本市
独自の支援
を実施する。
【支給見込】
支給対象者
31人
対象児童53
人

 ホームペー
ジでの周知を
行うとともに、
児童手当等
のデータを活
用し、把握で
きる対象者
については、
個別通知を
実施する。

令和3年度子育て世帯
等臨時特別支援事業
（子育て世帯への臨時
特別給付）

本事業は、令和3年度
子育て世帯等臨時特
別支援事業（子育て世
帯への臨時特別給付）
と同様の支援を行うこ
ととしており、現金5万
円と5万円相当のクー
ポンを支給することとし
ていることから、事業
の終期を令和5年3月と
しているため

R3補正（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

58 〇 単 通常事
業

-
天草宝島商
品券電子化
推進事業

①天草宝島商品券の電子化に伴い、市民がキャッシュレ
ス決済（非接触型決済）を使用する機会となるよう電子商
品券を給付し、地域循環経済を支える地域通貨を見据え
た電子商品券システムを広く普及させることで、新型コロ
ナウイルス感染拡大防止及び地域経済の活発化を図
る。また、国の子育て世帯等臨時特別支援事業により給
付されるクーポンと併せ、その活用を促進するため、市
内商工団体等が実施するキャンペーンを支援することに
より、市民の地産地消に対する意識の醸成が図られ、コ
ロナ禍で停滞している市内経済の活性化につながる。
②商品券給付及びキャンペーン推進に係る経費
③　・電子商品券給付金17,040千円（3千円×5,680人）
　　 ・周知用消耗品費1,474千円
 　　・振込手数料2,000千円
　 　・チラシ、通知の発送業務委託8,704千円
　 　・電子システム管理委託188千円
　　・キャンペーン実施に係る支援補助12,500千円(25千
円×500事業者)
④18歳以上の市民、市内に住所を有する法人及び個人
事業主、商工団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援

⑲商品券・旅
行券

R4.1 R4.4以降 41,906 41,906 41,906 

 電子商品券
の普及及び
事業者への
支援を行うこ
とで地域経
済の活性化
を図る。
・電子商品
券支給見
込：5,680人
・キャンペー
ン推進支援
見込：500事
業者

 広報、ＨＰで
の周知・事業
者への説明
会の他、必
要に応じてダ
イレクトメー
ルを送付す
る。

電子商品券の使用期
限は9月末までの予
定、また子育て世帯等
臨時特別支援事業に
より給付するクーポン
使用期間は6カ月程度
としており、換金・精算
事務は令和5年3月ま
で必要なため。

R3補正（地）

59 〇 補 -

新型コロナウ
イルス感染症
セーフティネッ
ト強化交付金

厚労

①成年後見制度利用促進基本計画に基づき、全国どの
地域においても成年後見制度の利用が必要なものが制
度を利用できる地域体制の構築を図るため、権利擁護支
援の地域連携ネットワークの整備を推進する。中核機関
等のオンライン環境を整備することにより、会議等におけ
る新型コロナの感染リスクを軽減する。
②中核機関等の相談支援・体制整備におけるオンライン
活用推進事業の実施に必要な経費
③委託料300千円（負担割合：国3/4、市1/4）
④天草市社会福祉協議会

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

④行政IT化 R3.4 R4.3 300 285 225 60 60 15       

 ウェブ会議
により会議
を実施する
ことで、感染
警戒リスク
や活動自粛
等に制限さ
れない会議
開催が可能
となる。

 ホームペー
ジや広報紙
等で周知す
る

R2補正（国）

60 〇 補 -
児童福祉事
業対策費等
補助金

厚労

（虐待防止のための情報共有システム構築事業）
①新型コロナウイルスの感染拡大等により、要保護児童
等の家庭への接触が難しくなっている中、児童虐待に迅
速に対応するため、国が情報共有システムを構築。これ
は、要保護児童等が転居した際に自治体間で的確に情
報共有を行うとともに、児童相談所と市町村において夜
間・休日も含め、日常的に迅速な情報共有を行うことを目
的としたもの。天草市において同システムを活用するた
め、本市の児童相談システムの改修を実施する。
②児童相談システム改修に伴う委託費
③負担割合：国1/2、市1/2
　・児童相談システム改修委託料1,650千円（税込）
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

④行政IT化 R4.2 R4.3 1,650 1,485 825 660 660 165      

 要保護児童
等の転居な
どに伴う情
報共有（自
治体間、児
童相談所・
市町村）を
的確・迅速
に行い、児
童虐待の発
生防止を図
る。

 ホームペー
ジや広報紙
等で周知す
る

R2補正（国）

61 〇 補 -
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（健（検）診結果等の様式の標準化整備事業）
①健康診査情報の利活用を推進するために、がん検診
等の結果を含め、国が定める標準的な様式に対応できる
ように市が保有するシステム整備を行う。これにより新型
コロナ等を理由とした健（検）診の未受診者が把握しやす
くなり、個別に勧奨を行うことで、受診率を向上させる。
②委託料
③補助割合：国1/2、市1/2
システム改修（自治体検診データ標準化対応取込ツー
ル）2,078千円
④住民

－ － － － － －
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

④行政IT化 R3.12 R4.3 2,087 1,878 1,043 835 835 209      

 健（検）診結
果の取り込
み約13,000
人分

 全世帯に対
し、年度末に
健診のお知
らせ等を発
送。随時、市
広報やHP、
ラジオ等で周
知。

R2補正（国）

62 〇 補 -
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（健（検）診情報連携システム整備事業）
①個人がマイナポータルを通じて健（検）診情報を閲覧で
きるために必要なシステム改修を行う。個人がいつでも
どこでも自身の健康状態を把握できるようになることで、
健康管理の意識づけに繋がり、新型コロナの影響による
健（検）診の受診控えを解消する。
②委託料
③補助割合：国2/3、市1/3
システム改修（自治体検診データ標準化副本登録）1,645
千円
④住民

－ － － － － －
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

④行政IT化 R3.12 R4.3 1,645 1,535 1,096 439 439 110      

 健（検）診結
果の副本登
録約13,000
人分

 全世帯に対
し、年度末に
健診のお知
らせ等を発
送。随時、市
広報やHP、
ラジオ等で周
知。

R2補正（国）

63 〇 補 -
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（予防接種法に基づく定期接種（ロタウイルスワクチン）に
係るマイナンバー情報連携体制整備事業）
①新型コロナウイルスの感染拡大等により市民との接触
が難しくなっている中、接種記録の情報共有に迅速に対
応するため、国が情報共有システムを構築。これは自治
体間で的確に情報共有を行うためのもので、天草市にお
いて、定期接種化されたロタウイルスワクチンに係る予
防接種情報のマイナンバー情報連携を可能にするため、
システム改修を実施する。
②ロタウイルス副本登録導入作業（要件定義・システム
設定・適用・検証）
③システム改修委託料：222千円（負担割合：国2/3、市
1/3）
④地方公共団体

－ － － － － － ②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

④行政IT化 R3.4 R4.3 222 222 148 74 74 
 接種者の副
本登録年間
約４00人

 ホームペー
ジや広報紙
等で周知す
る

R2補正（国）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

64 〇 補 - 母子保健衛
生費補助金

厚労

（幼児健康診査個別実施支援事業）
①子どもが心身ともに健やかに成長するために、疾病な
ど子どものよりよい育ちを阻害するリスクを早期発見し、
早期対応へつなげる。また保護者の育児不安の軽減を
図る。新型コロナウイルス感染拡大予防のため、医師の
診察は各医療機関で個別で実施する。
②医科・歯科　健診委託料
③医科：1回3,630円×950人、歯科：1回3,010円×950人
　合計6,308千円（負担割合：国1/2、市1/2）
④1歳6カ月児、3歳6カ月児

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,308 6,308 3,154 3,154 3,154 

 1歳6カ月児
内科一般健
診450名、歯
科450名

3歳6カ月児
内科一般健
診500名、歯
科500名

 対象者の保
護者へは直
接通知すると
ともに、ホー
ムページにも
掲載する

R2補正（国）


